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自治労県職労2020年春闘回答交渉
ＬＩＮＥ登録店舗依頼への唐突な動員について、「今後このようなことが二度とないようにする」

「過労自殺」に関し「交渉で事実と異なる回答をした。今後二度とないよう誠意をもって対応する」

自治労県職労は6月9日、2020年春闘回答交渉を行いました。
　冒頭、米倉委員長は次の点について発言しました。

〇2016年に発災した「過労自殺」に関する交渉経過について

　昨年12月の2020年度基本要求交渉の回答交渉において、2017年1月の交渉で、当時の労務担当局長が「当該職員は自己都合退職した」と事実に反する回答をしたことについて、なぜこのような回答をしたのか釈明するとともに謝罪を求めたが、2020年度基本要求交渉では回答をいただいていない。この場で回答を求める。

〇パワハラ緊急調査チームの報告書について

　5月1日に、「神奈川県不祥事防止対策協議会　パワー・ハラスメント緊急調査チーム」の報告書が発表された。

　調査チームの労は多とするが、報告書の内容については納得できるものではない。

　報告書はパワハラについて、「当時のＡの言動に対する職員の評価は一様ではなく」とし、厚生労働省の指針の「平均的な労働者の感じ方」を引用しているが、

その具体的な考察は不十分だと言わざるを得ない。高い頻度で怒鳴られ、それを辛く感じる職員がいても、他の職員がそう感じなければ「パワハラではない」ということになれば、ほとんどの事例はパワハラではなくなるのではないか。

　報告書は、長時間勤務の実態を認め、パワハラとは認定しないまでも「指導方法に問題がなかったとは言えない」としながら、「なぜそうなったのか」、その背景については掘り下げず、県庁組織に問題が無かったのかを十分検証しているとは言えない。

　これでは、事件の真相が明らかになったとはいえず、長時間勤務やパワハラを起こさないための組織的課題も不明確である。

　自治労県職労は、今後二度と過労自殺が起きないよう過労死やパワー・ハラスメントの専門家による再調査が必要であると考える。

〇ＬＩＮＥ登録を依頼するための職員の動員について

　ＬＩＮＥ登録自体の是非はここでは議論しないが、その手法はあまりに性急で杜撰ではないか。

　職場では、4日の朝にいきなりこの話が伝達され、それも「今日から取り組む」ということで混乱が生じ、多くの部局で対応に苦慮している。

　「『こんなことをする暇があるのなら、早く協力金を支給してほしい』と言われたら、何と答えればいいのだろう。」など、戸惑いの声も広がっている。

　きちんと準備をして取り組まなければ、訪問先で不十分な対応となることも考えられ、かえって逆効果になることもあり得る。

　多くの職場では通常業務に加え、コロナ対策にも従事している中で、突然、性急に2,000人規模の動員をかける意義や必要性は何ら説明されていない。

　本当に必要なことであれば、一定の時間をかけて準備し、職員が理解できるようにきちんと説明をし、動員をかけるのであれば、その分の業務をどのようにするのか、方針を示すべきである。

　仕切り直して、体制を整備すべきだ。

〇管理職手当受給者の一時金削減について

　コロナ禍で「県の姿勢を示す」として、特別職及び管理職手当受給者の一時金削減が決定された。

　管理職の問題であり、交渉課題でないことは承知しているが、管理職手当受給者の月例給・一時金も、我々と同様に人事委員会勧告制度の範疇である。

　人事委員会勧告に基づかない給与削減については、大変遺憾であることを申し上げる。

局長当初回答
・コロナ対策について、多くの職員が最前線で奮闘されたことに感謝したい。

・予算について、大変な危機感を持っている。内閣府月例報告で急速な悪化、日銀短観も悪化、第4四半期経常利益も急激に悪化とされ、県税収入の大幅減は避けられない。リーマンショック時は2000億円＋400億円（県税の2割に相当）の減収となった。今回も医療体制堅持や生活支援等に加え財政出動もある。

・税財政の状況によっては県労連の場で話し合う必要が出てくる可能性あるが、自主交渉自主決着の姿勢は維持する。

＜要求項目について＞

・基本賃金は人事委員会勧告を踏まえ県労連で話し合う。今年は民間実態調査が延期されており、今後のスケジュールは不明だが、十分に話し合いたい。

・働き方改革として、目的に「働きがい」を加えた。コロナ対策として、県の基本方針に基づきテレワークの実践や電子化に取り組んでいる。課題について今後も話し合う。

・人材育成について、前半は集合研修に替え代替策で実施した。後半は集合研修を行うが、定員を半減し、消毒や換気等の感染対策を講じる予定である。

・人事評価システムについては、今後も人材育成の視点で実施する。必要な見直しは県労連で話し合う。

・メンタルヘルス対策についても、今後議論を踏まえた上で取り組む。

・行政改革については、活力ある県政に取り組む。

・高齢層の雇用問題は、国の状況等踏まえ検討する。

・会計年度任用職員の諸問題は、県労連で話し合う。

・ノーマライゼーションの推進は、障害者の持てる能力を発揮できるよう、障害者活躍計画に基づき取組む。

個別の課題について
スーパーバイザー制度の導入を～人材育成

組合・OJTを進めるために、各職場でスーパーバイザー制度の導入を。
・税務では人材育成が喫緊の課題だ。このまま有効な人材育成がされなければ、そのことにより税収が減りかねない。
当局回答・ベテラン職員の知識・経験の継承の重要性は理解している。OJTの拡充も含めベテラン職員の知識を生かす取組を図る。
・県税についても同様。人事異動4年を原則とする。県税内でのワーキンググループで検討している。

コロナ関連業務の過重労働対策は急務

組合・多くの職員がコロナ対策に従事している。また、残った職員も少ない人数で通常業務をこなしている。対策本部では時間外が100時間超の職員もいる。早急に対策をとるべき。
当局回答・対策本部の時間外（派遣部局別　上段80H超　下段100H超（内数））
	区分
	政策
	総務
	安防
	環農
	国文
	福祉
	医療
	産労
	県土

	3月
	2
	4
	-
	1
	-
	7
	21
	-
	13

	
	1
	-
	-
	-
	-
	-
	8
	-
	1

	4月
	10
	2
	4
	4
	2
	4
	29
	1
	2

	
	6
	1
	1
	1
	-
	3
	14
	-
	-


・応援職員の時間外管理は、兼務の場合、派遣先でも管理している。

・5月13日から、人事課の課長代理が対策本部と兼務し、健康医療局管理担当課長とともに、対策本部の班長、副班長と連携してヒアリング等を行い、増員、再配置を行っている。

ＬＩＮＥ登録依頼のための職員動員は仕切り直しを

組合・職場では、1日30件というノルマが割り当てられたことに相当の憤りがある。こんなことでは職員のモチベーションは下がっていき持続できない。
当局回答・話を聞いたのが遅かったのは事実。職員の納得と協力が基本であり絶対条件である。今回は足早に進んだことは問題と認識している。遅くなったが改めて具体的な事例を含めて説明する。今後二度とないように情報を整理し業務を進めたい。
障害者雇用の理解を進める研修の実施を

当局回答・発達障害に関する基礎的な知識等の研修のほか、管理者対象研修を実施しており、職員へ周知を図る。厚労省Ｅラーニングを周知し理解促進はかる。
会計年度任用職員の業務の検証を

組合・実際には、「定型的・補助的業務」ではないという多くの不満がある。検証し、必要な見直しを。
当局回答・定型的・補助的業務を超える業務を求めている認識はない。そうした話が実際にあれば話し合いたい。
議会対応等の内部管理業務の抜本的見直しを

組合・予算業務は改善されてはいるが、現場の負担感は残っている。各局へ権限移譲するなどの抜本的な見直しが必要。
・議会事務について、何か注目されると議員からの問い合わせ等が集中する。一定のルール化が必要だ。
当局回答・予算編成については、今年度は時限点検を1年延長する。所要額査定事業を大幅に削減し、コロナ対策を踏まえた見直しを行う。
・働き方改革で、知事答弁調整等の効率化、陪席職員の限定を図った。議員とのルール化は質問権もあるので引続き議会局と意見交換する。

パワハラ緊急調査チームの報告書について

当局回答・協議会報告書について、設置目的は元財政課職員の死亡原因について、当時を検証し、意見をまとめたものであり、そうした点を踏まえ意見を受けたものと考えている。
組合・多くの職員が納得するものでなければ、再発防止に向けたものとならない。

「過労自殺」に関する事実に反する回答について

当局回答・5月1日の不祥事対策協議会報告書において、県は遺族におおごとにしない意向があると認識したとあり、3年前の当時の局長回答はそうした点を踏まえ判断したと考えている。また報告書では、遺族とのコミュニケーションを怠り公表しなかったことから、県がかん口令を敷いたと受け止めたことを指摘している。こうした内容を受け、今後の対応を検討したい。
組合・組合に対して死亡した事実すら伝えないのは虚偽答弁であり、背景に何かあるとの疑念を抱く。
当局回答・「一身上の都合」と、交渉で事実と異なる回答をした。今後は二度とないよう誠意をもって対応する。

